
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 秘書係

703

評 価 事 業 名 称 姉妹都市及び友好都市交流事務

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
北上市姉妹都市・友好都市委員会要綱

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

姉妹都市・友好都市委員会の開催、姉妹都市及び友好都市等の情報交換、交流事業の
実施。姉妹都市・友好都市の交流促進を図るため姉妹都市・友好都市委員会を開催し、
情報交換及び交流事業の実施について協議検討。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

1,500

458

1,958

2,206

2,767

4,973

4,873

1,982

6,855

11

1,118

1,129

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 姉妹都市及
び友好都市
交流事務

市民等 ・姉妹都市・友好都市委員会　開催１回 ・姉妹都市・友好都市委員会　情報共有
資料の送付1回

02 石垣市友好
都市交流事
業（政策企画
課）

市民等  ・石垣島マラソン参加・みちのく芸能まつ
りに石垣市訪問団来訪

・新型コロナウイルスの感染拡大による
各種事業の中止により、派遣訪問実績
なし。

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 交流事業件数 コンコード市1件、三門峡市
 1件、柴田町3件、流山市3

件（受入1件、流山まつり、
姉妹都市締結式）、石垣市5
件（職員交流、石垣島まつ

0161419
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルスの世界的な感染流行により、
姉妹都市・友好都市との交流ができなかった。

問題点・課題等

特になし。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

り、石垣島マラソン、物販、
 高校生派遣）、小金井市1

 件、江東区2件、中国洛陽
市0件、秦野市0件、ニュー
ジーランドマタマタ市0件

02 北上市姉妹都市・友好都市委
員会の開催

姉妹都市・友好都市委員会
開催数１回

0111

03 姉妹都市・友好都市との親善
交流

実施交流事業/交流目標値
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 秘書係

709

評 価 事 業 名 称 コンコード市姉妹都市交流事業

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 （未入力）

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

平成31年度がコンコード市との姉妹都市提携45周年にあたることから、コンコード市訪問
団を受け入れ、今後の更なる友好と親善を深め、国際理解を深める機会とするもの。　訪
問団来日　平成31年10月24～28日（うち式典及び祝賀会は24日）■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

1,750

7,089

8,839

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 コンコード市
姉妹都市交
流事業

事業なし 事業なし

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 祝賀会参加人数 コンコード市39人、北上市
70人

109

02 視察回数 24日（(株)ツガワ、鬼の館、
北上総合運動公園）、25日
（きたかみ・かねがさきテク
ノメッセ、和賀東小学校、黒
沢尻北高等学校、さくらホー
ル）、27日（陸前高田市、大
船渡市）

9
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

周年に該当しないことから事業がなかった

問題点・課題等

コロナの影響次第による

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 秘書係

711

評 価 事 業 名 称 柴田町姉妹都市提携４０周年記念事業

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 （未入力）

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

令和２年１月で柴田町との姉妹都市提携40周年にあたることから、姉妹都市締結40就任
記念式典及び祝賀会を行うもの。　日程案：令和２年1月下旬　　場所：北上市内

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

1,604

1,601

3,205

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 柴田町姉妹
都市提携４０
周年記念事
業

事業なし 事業なし

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 祝賀会参加人数 柴田町27名、北上市57名84
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

周年に該当しないことから事業がなかった

問題点・課題等

コロナの影響次第による

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部生涯学習文化課 ■担当係 生涯学習係

059

評 価 事 業 名 称 国際交流ルーム管理運営事業

090200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市多文化共生指針

事 業 の
目 的 と 概 要

姉妹都市・友好都市及び諸外国との交流促進を図るとともに、市内在住外国人への情報
提供、相談業務、日本語指導等のサービスを行い、また、市民等への語学講座、交流会
等を通じ国際理解を深め、国際交流の推進を図る。北上市生涯学習センター内に設置し
た北上市国際交流ルームにおいて、国際交流に関する事業を実施するため、一般社団
法人北上市国際交流協会とアドバイザー業務委託契約をし事業を実施。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

10,198

1,908

12,106

10,170

1,768

11,938

10,456

1,601

12,057

10,528

820

11,348

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成8年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 国際交流
ルーム管理
運営事業

市民、在住外
国人

国際交流に関する市民へのアドバイス、
外国人相談業務、日本語指導など外国
人支援事業、多文化共生に係る取り組
み等

国際交流に関する市民へのアドバイス、
外国人相談業務、日本語指導など外国
人支援事業、多文化共生に係る取り組
み等

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 主催行事参加者数 主催行事に参加した日本人
と外国人の数

2,333人3,255人4,913人3,042人

02 主催行事数（講座・交流会等） 各種外国語講座や交流事
業を主催した事業数

９事業10事業12事業10事業

03 国際交流ルーム来館者数 国際交流ルームを訪問した
日本人と外国人の数

5,142人7,869人8,739人7,913人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

国際交流ルームは、在住する外国人の増加、観
光客の増加により、役割が増加・多様化してきて
おり、当市の多文化共生社会のさらなる構築に
は、事業を拡充する必要がある。

問題点・課題等

少数の職員で事業展開しており、多文化共生社
会のさらなる充実を図るためには人員が不足し
ている。また、地域、事業所及び市が一体となっ
て主体的に多文化共生社会を作り上げていく体
制が構築されていない。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

国際交流ルームの人員体制を充実させ、地域、事業者及び市のそ
れぞれが主体的な多文化共生社会を実現させるためには、補助金
の増額が必要である。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

04 国際交流ボランティア数 国際交流ボランティア登録
者（登録料納入者）数

149人164人157人163人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部生涯学習文化課 ■担当係 生涯学習係

064

評 価 事 業 名 称 インターナショナルスクール運営事業

090200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市多文化共生指針

事 業 の
目 的 と 概 要

北上市の将来を担う青少年の外国語によるコミュニケーション能力が強化されるととも
に、地域の国際交流・国際理解への熱意が醸成される。生涯学習センターを主会場に、
小学生（中学年）から大人までを対象にインターナショナルルームを開設する。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

2,517

458

2,975

2,516

461

2,977

2,532

1,601

4,133

2,536

373

2,909

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 インターナショ
ナルスクール
運営事業

市民 イングリッシュパーク・イングリッシュスク
エア・コーディネータの開催。

 イングリッシュパーク・４年生８人、５年
生23人、６年生10人、イングリッシュスク

 エア18人・コーディネータ９人

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 インターナショナルスクール参
加者数

イングリッシュ・パーク、イン
グリッシュスクエア等の参加
合計人数

68名86名82名88名
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

小学４年生から大人まで、毎年度多くの参加者
がおり、市民の英語力の向上が図られている。

問題点・課題等

参加者が卒業した後の活躍の場が少ない。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

学校教育課と連携し、事業内容の充実を図る。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部生涯学習文化課 ■担当係 生涯学習係

065

評 価 事 業 名 称 多文化共生事業費補助金

090200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市多文化共生指針

事 業 の
目 的 と 概 要

北上市の国際化のため、多言語表記や無料公衆無線LAN等の整備を行う民間事業所に
対して補助金を交付するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

523

916

1,439

57

922

979

48

1,601

1,649

2

149

151

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 多文化共生
事業費補助
金

事業所 多文化共生に関する補助金の交付。 申請なし

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

申請がなかった。

問題点・課題等

新たな地域や事業者からの申請がない。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

R３年度休止。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部生涯学習文化課 ■担当係 生涯学習係

066

評 価 事 業 名 称 国際都市推進きたかみ市民会議活動費補助金

090200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市多文化共生指針

事 業 の
目 的 と 概 要

国際都市推進きたかみ市民会議の活動に対して補助金を交付するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

735

2,137

2,872

665

2,229

2,894

632

2,058

2,690

122

149

271

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 国際都市推
進きたかみ市
民会議活動
費補助金

国際都市推進
きたかみ市民
会議

国際都市推進きたかみ市民会議の活動
に対して補助金を交付。

120,000円交付
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

ワン・ワールドフェスタがコロナの影響で開催でき
なかったため、インターナショナル・スクエアとして
パネル展を行うなど、市の多文化共生社会の推
進を図っている。

問題点・課題等

市民会議に参加している団体等は多文化共生に
ついて積極的な関わりがあるが、市民一人ひとり
が多文化共生を身近に感じるレベルまでは達し
ていない。また、コロナ禍のため、事業が計画通
りに開催出来なかった。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

市内在住や観光客の外国人の増加により、誰もがお互いを理解し、
より快適に過ごせる環境づくりをするためには、市民会議でさらなる
事業展開や情報発信を行い、市民レベルでの多文化共生社会を構
築していく必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 教育部学校教育課 ■担当係 学事係

010

評 価 事 業 名 称 帰国子女等支援事業

400200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

早期に授業に慣れる環境の整備。帰国子女の学校適応を支援するため通訳を派遣し、
言語能力の向上を図る。支援期間は１年間

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

438

154

592

1,056

305

1,361

766

75

841

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 帰国子女等
支援事業

小中学生 帰国子女等（外国籍）の通訳支援  帰国子女等（外国籍）の通訳支援10月
～翌３月　日本国籍（中国からの帰国子
女）児童１名

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 通訳派遣対象人数 R2は中国からの帰国子女１
名のための通訳を派遣

１人５人１人0
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

令和２年度、通訳支援が必要な児童生徒に対し
通訳支援を行った。

問題点・課題等

国際化が進み、外国籍の児童生徒の転入も増
え、通訳支援が必要となる機会は増えており（エ
ジプト、ベトナム、中国、フィリピン等）、支援する
ための通訳の人材確保が必要。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

海外からの転入者等に対する通訳支援は、就学機会の確保と同様
に必要である。（翻訳機等も活用。）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 教育部学校教育課 ■担当係 指導係

103

評 価 事 業 名 称 外国人語学指導助手招致事業

400200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり

■基本施策 芸術文化の振興・国際交流の推進

■施策 国際化に対応したまちづくりの推進

02

04

03

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市教育振興基本計画

事 業 の
目 的 と 概 要

外国語教育を通しての国際理解を深める。外国人英語指導員を招致し、幼稚園並びに
小・中学校において外国語に触れる機会を設け、国際理解を深める。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

20,158

19,426

39,584

30,013

28,219

58,232

3,610

28,432

32,042

2,279

40,387

42,666

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 外国人語学
指導助手招
致事業

小中幼 英語指導員９名配置 英語指導員９名配置

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 小・中・幼稚園での指導（訪
問）回数

計画通りに実施できた。1781回（小827
回、中845回、幼
46回、保63回）

1354回（小599
回、中695回、
幼25回、保35
回）

1258回（小625
回、中573回、
幼25回、保35
回）

858
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

小・中学校、幼稚園・保育園において外国語に触
れる機会を設け、国際理解を深めた。給食等の
時間も関わることで、積極的な交流が図られた。

問題点・課題等

ＡＬＴの計画的な任用、配置。（任期や代替職員
の確保〉

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

児童生徒（幼稚園、保育園児含む）の英語力向上や、国際理解推進
のため、継続した取り組みが必要。国際化に対応した街づくりの推
進にも貢献。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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